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健康推進課
お知らせ

お問い合わせは、
（☎63・3801）まで。

特
別
養
護

　

老
人
ホ
ー
ム

　
　
　
　

に
つ
い
て

　

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
に
入
所
で

き
る
の
は
、要
介
護
３
以
上
の
要
介

護
認
定
の
あ
る
方
で
す
。

　

ご
自
宅
で
の
生
活
が
難
し
く
特
別

養
護
老
人
ホ
ー
ム
へ
の
入
所
を
希
望

さ
れ
る
方
が
入
所
申
込
み
を
さ
れ
る

場
合
、原
則
と
し
て
要
介
護
認
定
が

『
要
介
護
３
以
上
』と
な
り
ま
す
。

　

し
か
し
、特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム

入
所
後
に
心
身
の
状
態
が
安
定
さ
れ

『
要
介
護
２
以
下
』の
要
介
護
認
定
の

結
果
が
出
た
場
合
は
、特
別
養
護
老

人
ホ
ー
ム
を
退
所
し
な
く
て
は
な
り

ま
せ
ん
。

（
※
平
成
27
年
３
月
31
日
以
前
か
ら

入
所
さ
れ
て
い
る
場
合
を
除
く
。）

　

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
ご
相
談

な
ど
で
、よ
く
あ
る
質
問
を
ま
と
め

て
み
ま
し
た
。

Ｑ
１

　

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
は
、『
ど
ん

な
と
こ
ろ
』で
す
か
？

Ａ
１

　

重
度
の
要
介
護
状
態
で
あ
る
高
齢

者
の
方
に
対
す
る
介
護
サ
ー
ビ
ス
を

提
供
す
る
施
設
で
、主
に
社
会
福
祉

法
人
に
よ
り
運
営
さ
れ
て
い
ま
す
。

Ｑ
２

　
『
要
介
護
１
や
２
』で
入
所
申
込
み

は
で
き
ま
す
か
？

Ａ
２

　

次
の
い
ず
れ
か
の
条
件
を
満
た
さ

れ
る
方
は
、要
介
護
１
や
２
で
も
入

所
申
込
み
が
で
き
ま
す
。

①B

認
知
症
で
日
常
生
活
に
支
障
を
き

た
し
て
い
る
症
状
が
頻
繁
に
見
ら

れ
る
場
合
。

②B

知
的
障
害
・
精
神
障
害
な
ど
を
患

い
日
常
生
活
に
支
障
を
き
た
す
症

状
が
頻
繁
に
あ
る
場
合
。

③B

深
刻
な
虐
待
が
あ
り
、心
身
の
安

全
・
安
心
の
確
保
が
困
難
な
状
態

で
あ
る
こ
と
。

④B

単
身
世
帯
等
で
あ
っ
て
家
族
の
支

援
が
期
待
で
き
ず
地
域
で
の
介
護

サ
ー
ビ
ス
等
の
供
給
が
不
十
分
で

あ
る
こ
と
。

Ｑ
３

　

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
以
外
に

『
要
介
護
２
以
下
』で
入
居
で
き
る
と

こ
ろ
は
な
い
で
す
か
？

Ａ
４

　

ケ
ア
ハ
ウ
ス
、有
料
老
人
ホ
ー
ム
、

サ
ー
ビ
ス
付
高
齢
者
専
用
住
宅
、認

知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護（
グ

ル
ー
プ
ホ
ー
ム
）な
ど
が
あ
り
ま
す
。

　

詳
し
く
は
、健
康
推
進
課（
☎︎
６
３
・

３
８
０
１
）や
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
に

お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。
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目　的
　近年、農産物に対するイノシシ・サル等の被害が増加しています。
また、被害区域が平野部へと広がっており、年間を通じて被害が絶え
ない状況です。そこで、令和３年度に地域農業の振興に資することを
目的とし、農作物鳥獣害対策強化事業を実施します。

１．対象者
    日高町内に住所を有する１戸または２戸での農業者であること。

２．対象農地
　　日高町内に位置する農地であり１戸または２戸での農業者が隣接した田畑を所有もしく
は耕作していること。

　　近接地に他の要望箇所がある場合は、１事業地としてまとめる必要があること。

３．対象事業
　　県の交付決定（令和３年５月下旬頃となる）以降で購入される農産物の有害鳥獣による被
害防止を目的とした次に掲げるものの資材に対し補助する。

　  （ア）電　　気　　柵・・・電気ショックを与え農地に近づけないもの。
　  （イ）ト　タ　ン　柵・・・トタン張り等により農地に進入させないもの。
　  （ウ）サル用の防護柵・・・電気ショックを与え農地に近づけないもの。

４．補助額
　　予算の範囲内において、事業費の３分の２以内を補助する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※１ｍあたりの限度額があります。

　　上記の事業で、補助を受けた農地については、補助の受けた翌年から起算して５年間適正
な管理をしなければならない。また、以前より防護柵等を行っている農地および、一度補助を
受けた農地については、補助の対象とならない。

◎申し込みについて
　（ア）　設置予定されている方は、役場産業建設課まで申込み手続きをしてください。
　（イ）　柵を設置する田畑の形状により、周り全てを囲わなければ補助対象とならない場合が
　　　　あります。

☆申込み締切日
　　令和２年12月25日（金）までに下記までご連絡下さい。

【お問い合わせ先】
　　日高町役場産業建設課　産業振興班（☎６３・３８０６）

農作物鳥獣害防止総合対策事業のご案内


